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政策調査部 課長補佐　田村 洸樹（たむら ひろき）

　この数年間で私たちの身の回りにはＡＩを利活用した製
品・サービスが爆発的に増えました。例えば、話しかけるとＡ

Ｉの言語処理によってスムーズに会話ができるＡＩスピー
カー、ＡＩの画像認識によって床上のゴミを認識するロボッ
ト掃除機など、日々の暮らしを便利にするものです。総務
省が企業に行った国際的なアンケート調査によれば、ＡＩ導
入が日本や欧米諸国の産業界にも広がっていることがわ
かります（資料１）。
　急速な普及の一方で、「仕事が自動化されることで人間
はＡＩに取って代わられるのではないか」「偏ったデータに基
づいたＡＩの判断が、性別や人種差別を助長するのではな
いか」といった倫理面の議論が活発化しており、日本政府
や欧州連合をはじめとした諸外国の政府や団体が相次い
でルールや指針等を発表しています（資料２）。

　ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）は、日本や欧米などを含む
36の加盟国とブラジル等の６か国で「ＡＩに関するＯＥＣＤ
原則」（資料３）を採択しました。「人間中心のＡＩ社会」を原則
としたこの国際ルールは、Ｇ20大阪サミットの閣僚・首脳
宣言に盛り込まれ、ＡＩ活用に関する国際社会の共通認識を
作り上げる基礎となりました。こうした世界規模で人類が
直面する課題に対して、マルチステークホルダー（直接・間
接的な利害関係を有する複数主体）間の利害関係を調整
し、国際社会の合意形成を促してきたのがＯＥＣＤです。ＡＩ
原則の取りまとめは、ＯＥＣＤが国際社会の合意形成をリー
ドした事例のひとつと言えるでしょう。
　技術革新やグローバル化の進展で、国際社会の直面す
る課題は分野横断的かつ複雑化しています。様々な分野
の研究調査から国際社会の合意形成に至るまでを一手に
担う“行動するシンクタンク”としてのＯＥＣＤの今後の活躍
に注目です。

諸外国でＡＩ導入が拡大、指針や原則が増加

国際ガイドラインは誰が取りまとめていくのか

資料1 諸外国のAI導入状況と予定

（出所）  「平成30年版情報通信白書」（総務省）より作成

資料2 AIに関する諸外国の主なルール・指針等

（注）上段：主なルール・指針等  下段：会議体等の名称と発表年月
（出所） 「AI ネットワーク社会推進会議（令和元年5月30日）」（総務省）資料より作成

資料3 AIに関するOECD原則（2019.5）

（出所） 「Recommendation of the Council on Artificial Intelligence」（OECD）より作成
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